
 
 

                                                 
     
 

           
 

 

☆ ☆ ☆ 今 月 の 税 務 メ モ ☆ ☆ ☆ 
 
１１１１．．．．４月分源泉所得税の納付   納付期限・・・・・・５月１２日 

２２２２．．．．３月決算法人の確定申告（法人税・消費税・法人事業税・法人住民税）   申告期限・・・・・・６月２日 

３３３３．．．．９月決算法人の中間申告（法人税・消費税・法人事業税・法人住民税）  申告期限・・・・・・６月２日 
４４４４．．．．６月・９月・１２月決算法人の消費税中間申告   申告期限・・・・・・６月２日 
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地方法人税法の創設 

地方交付税の財源を確保するための地方法人税

について、納税義務者、課税の対象、税額の計算

の方法、申告及び納付の手続き並びにその納税義

務の適正な履行を確保するために必要な事項を定

めました。 

１、法律の概要 

①納税義務者 

法人税を納める義務がある法人 

②税額の計算 

・課税標準：各事業年度の所得に対する法人税

の額 

※利子配当等に係る所得税額控除等は適用せず

に計算。また、附帯税の額は除きます。 

・税率：４．４％ 

③申告及び納付 

・申告及び納付は、国（税務署）に対して行い

ます。 

・申告書の納付期限は、法人税の申告書の提出

期限と同一です。 

④その他 

還付の手続き等及び罰則については、法人税

と同様とする所要の整備を行います。 

⑤適用区分 

平成２６年１０月１日以後に開始する事業年

度から適用されます。 

２、地方税法案の改正 

法人住民税の法人税割の税率を合計４．４％（都

道府県分は１．８％、市町村分は２．６％）引き

下げます。 

 

平成２６年度税制改正 

平成２６年度の「所得税法等の一部を改正する

法律案」が３月に国会で成立し、４月１日から施

行されました。このうち、所得課税と法人課税に

ついて内容を紹介します。 

１、個人所得課税 

①給与所得控除の上限の引き下げ：給与所得控

除の上限額が適用される給与収入１５００万

円（控除額２４５万円）を、平成２８年より

１２００万円（控除額２３０万円）に、平成

２９年より１０００万円（控除額２２０万円）

に引き下げます。 

２、法人課税（４月１日以後に開始する事業年度

から適用） 

①所得拡大促進税制の拡充 

・給与等支給増加割合の要件の見直し：基準年

度と比較して現行５％以上増加→２５，２６

年度は２％、２７年度は３％、２８，２９年

度は５％ 

・平均給与等要件の見直し：全従業員の平均給

与→継続従業員の平均給与 

②復興特別法人税の廃止：復興特別法人税の課

税期間を１年前倒しで終了し、２６年４月１

日以後に開始する事業年度から廃止されます。 

③交際費課税の緩和：飲食のための支出の５

０％を損金算入することができるようになり

ます。 


